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Abstract
　A combined class is a class form where different school years are taught as one class, and it is 
generally thought that it is an unfavorable form of class. However, the mean correct answer rate 
of the "National Assessment of Academic Ability (NAAA) " is clearly high in combined classes. 
Therefore we examined this teaching method to see whether it influenced the scholastic ability 
of the children when a class in the fifth grade of elementary school was a combined class. We 
considered differences in whether the grade constitution of the combined class was a fourth and 
fifth grade class, or fifth and sixth grade class.
　As a result of analysis, it was revealed that with regard to the scholastic ability score of the 
combined class there was not a huge impact through the teaching of a combined class except in 
the case of small schools and other influencing school properties. This tendency is similar to the 
studies of other countries. However, the results were different in the subject of science as opposed 
to Japanese and mathematics. Even a subsample had a positive effect on scholastic ability in the 
fifth and sixth grade and had a negative effect on scholastic ability in the fourth and fifth grade.
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1. はじめに

複式学級は、異なる学年を一つの学級として指導する形態であることから、児童数が極めて少
ないことや、学年によって児童数にばらつきがある等の事情によって、やむを得ず取られる学級
形態であるという認識が一般的である。１人の担任が複数の学年の児童生徒を指導することは、
授業準備や教材研究においても２学年分が必要となるなど、教員の負担は大きく、解消を望む声
は少なくない。実際の複式学級の比率についても、学校統廃合の影響等もあり、減っている（図
表１）。

平成 17-18年度 三大学（長崎大学、鹿児島大学、琉球大学）教育学部の連携事業では複式学
級の指導改善が研究の柱の一つとなった。この一環で、長崎県では複式学級の教員へ意識調査を
行い、直接指導・間接指導による授業の停滞が生じること、間接指導時に適切な助言や指導がで
きないこと、子供たちの気が散りやすいこと、教材研究が２学年分必要で授業準備の時間がかか
ること等の困難さを明らかにしている（村田・橋本・原田等 2007）1。
課題面が強調される傾向にある複式学級であるが、文部科学省が実施する「平成 31年度 全国
学力・学習状況調査」の学級規模別の学校平均正答率を見ると、小学校第６学年の複式学級の平
均正答率は高くなっている。小学校国語の平均点は複式学級で 67.0点で、これは学年の学級数
が１学級、２学級といった小規模校から、８学級以上という大規模校まで、いずれの規模の学校
よりも高いスコアである。また小学校算数でも 68.0点で、１学年５学級の学校に次いで高いス
コアとなっている（図表２）。学級規模別の学校平均正答率を公表している平成 27年度調査移行
の結果を概観すると、小学校第６学年については、５から７学級、特に７学級の学校の平均正答
率が最も高く、７から８学級以上の学校の平均正答率が最も低く、１から２学級よりも複式学級
の学校の平均正答率の方が高いという傾向がみられる。これは、複式学級における指導上の負荷
という一般的な認識と比較すると、興味深い結果である。なお、中学校第３学年については複式
学級の学校の平均正答率が最も低い傾向がみられる。

1　但し一方で、間接指導時に主体的学習が出来ること、学年構成によって既習学習が深められること、先行学習が出
来ること等のプラスの面も示されている。

図表１ 小学校児童数の推移  

 
出典）文部科学省「平成30年度学校基本統計 学校基本調査報告書」 
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国立大学教育学部の附属小学校では研究的な目的で複式学級を設置し、学習状況や授業の改
善、充実に資する検証を行い、具体的・実践的な事例を発信している 2。しかし複式学級という異
学年により構成される学級編制における学びの経験が、子供たちの学力スコアに及ぼす影響につ
いて計量的な分析を行った分析はこれまでにほとんど見られない。
そこで本研究では毎年４月に小学校６年生を対象に全国規模で実施されている「全国学力・学
習状況調査」のデータを用い、複式学級の経験が学力スコアに影響するかどうか、学年構成の視
点から明らかにすることを試みる。

2. 複式学級とは

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和三十三年法律第
百十六号）では、「公立の義務教育諸学校の学級は、基本的に同学年の児童又は生徒で編制され
るが、児童、生徒の数が著しく少ないかその他特別の事情がある場合においては、数学年の児童
又は生徒を一学級に編制することができる。」とされている。異なる学年を一学級とした複式学
級は、学級あたりの人数が小学校で 16人以下（１年生を含む場合には８人以下）、中学校で８人
以下が基準となっている。
複式学級の大半は２個学年を１学級としているが、３個学年以上を１学級としているケースも
希ではあるが設置されている（図表３）。中には６個学年で１学級の学校や、学年が連続しない
「飛び複式学級」という編制もある。

2　 一例として、岩手教育委員会 (2017)「岩手の小規模・複式ハンドブック」を揚げておく。
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複式学級はどのような学校に設置されているのだろうか。最新の平成 31年度調査から、複式
学校（複式学級のある学校）について概観しておこう（図表４）。
平成 31年度調査で複式学校数は 658校となっている。設置管理者別に見ると、国立は 0校と
なっているが、実際は幾つかの国立大学付属小学校で複式学級を設置していることから、対象に
なる学年に児童がいないか、または記載ミスであることが考えられる。
私立は２校であるが、私立学校の調査参加率は約半数の 200校程度であることも影響している
可能性がある。学校種で見ると特別支援学校で２校、義務教育学校で１校となっている。また地
域規模別に見ると、「その他の市」「町村」といった小規模な地域で多く、合わせて８割以上を占
める。

図表５では、第６学年の児童数と学級数（複式学級含む）の関係について見ている。複式学級
は 16人以下の学級で設置することができるため、第６学年の児童数が 10人以下の場合、約
23％が複式学級となっている。複式学級であることの特徴を議論するためには、児童数が少ない
小規模学校であることの影響をコントロールして議論する必要があろう。

能性がある。学校種で見ると特別支援学校で２校、義務教育学校で１校となっている。また地域規

模別に見ると、「その他の市」「町村」といった小規模な地域で多く、合わせて８割以上を占める。 

 

図表４ 複式学校の設置状況(設置管理者別、学校種別、地域規模別) 

 

出典）文部科学省「平成31年度 全国学力・学習状況調査」より著者集計。 
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3. 先行研究

多くの先行研究は、授業指導が困難で不利な環境に置かれている複式学級において、どのよう
に授業を工夫すればよいかという授業改善の視点で行われているものが多い。複式学級を受け持
つ教員へのアンケート調査や授業の観察を行い、時間配分や単元の設定、机や黒板の配置等につ
いて検討を行っているものである。
比較的新しい研究から、幾つかの成果を挙げてみよう。例えば、笹屋（2018）は複式学級の最
大の特徴は、「渡り」と呼ばれる教員による指導形態であり、特に担任が直接指導していない時
間（間接指導時）の児童のモニタリングについて指導の難しさがある点を指摘している。学年ご
との座席配置が「L字型」や「横並び」の場合、教員の移動距離が短く有用であること、「背面型」
では直接指導中の学年の児童と、間接指導中の学年の児童の両方が教員の視覚に入ることが特徴
であるとしている。
また理科の授業について検証したものに、廣（2014）、長谷・成田（2016）がある。廣（2014）
は小学校５－６年生の複式学級における理科の授業について、鹿児島県内の当該教員へ質問紙調
査と面接調査、および理科の授業への参与観察を行い、学年別の指導過程の分析を分析した。６
年生で直接指導を必要とする実験・観察を行っている間、５年生では調べ学習や、児童自身で志
向を深める間接指導を行う「ずらし」が行われており、この具体的な学習内容を示している。長
谷・成田（2016）北海道内の学校で複式学級の検証を行っている。従来、複数学年の児童が同じ
単元を学習する「同単元同内容指導」と「学年別指導」が混在した状況であったのが、平成 24
年から学年別指導を統一的に行うこととし 3、この際、2学年の単元の組み合わせ（単元配列）に
ついて、活動場所の共有（理科室や野外）、類似教材の活用、野外観察の工夫、単元の配列の工
夫が必要であると述べている。具体的には、学年による標準授業字数に差があることを利用し
（第 3学年 90時間、第 4学年 105時間）単元のスタート時間をずらす事例やメリットを紹介して
いる。
授業改善を目指した事例研究が多く行われているのに対し、複式学級の効果を具体的なアウト
プット変数で測ることを試みた研究は少ない。学校規模や学区の特性が学力等に影響を及ぼすこ
とは妹尾・篠崎・北條（2017）、須田・水上（2019）,山森・萩原（2016）等で検証されているが、
これらの研究においても複式学級は最も少人数な学校、学級の一部として認識されており、複式
学級の最大の特徴である異学年による構成という点では取り上げられていない。しかし心理学の
分野においては具体的なアウトプット変数を設定した研究例があり、例えば高瀬・中島（2018）
は中学生の「体育の授業の選好度」や「運動有能感」について、へき地や複式学級のネガティブ
な影響がないこと等を明らかにしている。
一方、海外では複式学級のような学年編制についても、教育効果分析が様々に行われている。

John A.C.Hattie（山森（訳）2018）は学校要因の影響として、異学年・異年齢の学級集団編制の
効果を検証した研究について総括的な知見を纏めている。その中で Kim（1996）による 98本の
研究のメタ分析では、学年制と無学年制という学級編成の違いが、読解、言語、語彙、算数・数
学に大きな差を及ぼさないこと、Veenman（1995,1996）でも同様に英語圏、非英語圏とも小学校
における異学年、異年齢学級に関するメタ分析で学力差が見られないことを示している。しかし

3　 「全国学力・学習状況調査」で理科が実施されることに対応したため。
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その理由については論争的で、異学年学級では児童生徒や教員の質が高く選択的であるため、負
の効果を打ち消しているという議論もある。
しかしいずれの研究でも、同学年・同年齢学級に比べて異学年・異年齢学級であることは学力
について良くも悪くもないという極めてニュートラルな結果を示している。教員は異学年で統合
的な授業ではなく、別々に授業を行っており、異学年の児童生徒の社会性の発達、教えあい、自
力学習の機会も増えるわけではないという結果が共通しているのである。
授業改善を目指した事例研究は、個別の授業について多くの示唆に富む物ではあるが、サンプ
ル数は極めて小数で、教育制度への示唆を与えるまでに至ってはいない。また、複式学級の影響
に着目し、アウトプットを設定した分析であっても、特定の教科（体育等）への感心など主観的
な変数を目的変数としており、学力指標を分析したものは見られない。また異学年の学び合いに
効果があるのか、少ないクラスメートの密な交流や学び合いに効果があるのか、という点が十分
に整理されていないまま議論されている研究がほとんどである。
「全国学力・学習状況調査」は、データ貸与のためのガイドラインを制定し、平成 30年度から
一般研究者にも個票データの利用が可能となった。大規模なナショナルデータを用いた教育研究
が日本でも大いに進展することが期待されている。
言うまでも無く、全国学力・学習状況調査により測定できるのはその学力の特定の一部分であ
る。しかしこの限られた指標とはいえ、諸外国の研究同様、日本でもこうした全国規模の大規模
データを用いて複式学級の学力への効果を検証することは、教育指導や教育施策につなげるＥＢ
ＰＭ（Evidence-based Policy Making）の推進の観点からも重要であろう。

4. 本研究の目的

本研究では、複式学級という学級編制が、小学校において児童の学力に正の影響を及ぼすかど
うかについて、計量的な分析を行うことを試みる。文部科学省の実施する「全国学力・学習状況
調査」は小学校第６学年の児童を対象に毎年４月に実施されている。したがって当該調査での学
力スコアへの影響を見る場合、前年度の第５学年時の学習状況や授業の状況、学級編制等を見る
必要がある。
平成 30年度の学校質問紙調査では、児童が前年に第５学年であった当時の学級数と複式学級
であったかどうか知ることができる。これを当時の第６学年の複式学級の情報と組み合わせるこ
とによって、第５学年時の学級編制が単式学級であったのか、第４－５学年の複式学級であった
のか、第５－６学年の複式学級であったのかを特定することができる。調査データからは複式学
級での教室内での様子や学びの特徴について詳しく知ることはできないが、学級編制（=学年構
成）によりその効果の差を識別することで、複式学級特有の異学年授業による学びの効果につい
て、具体的な議論を行うことができる。

5. データ

文部科学省による「全国学力・学習状況調査」は、平成 19年度から毎年実施されている。全
国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策や教育改善に生かすことを目的とし
ている全国調査である。本調査データの省内での使用は、「全国学力・学習状況調査の調査結果
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の貸与等に関する取扱要領（平成 28年 2月裁定）」に定められており、これに従って使用許諾を
得ている。
小学校調査の対象は第６学年の児童であるが、調査の実施日は年度当初の毎年 4月中旬である
ため、第５学年時までに受けた指導や経験、環境等との関係を分析する必要がある。「２．複式
学級とは」では、最新の平成 31年度調査を用いてその数等を示したが、平成 31年度調査第５学
年であった当時の学級数と複式学級の設問が除かれている。したがって、本分析には平成 30年
度の学校データを用いている。また次章で詳しく説明するが、第５学年時の学級編制を識別する
ために、平成 29年度学校データの一部を使用している。

6. 分析の方法

平成 30年度調査対象者が第５学年時に複式学級に在籍していたかどうか、またその学級編制
（＝学年構成）については、平成 29年度調査対象者が第 6学年時に複式学級に在籍していたかど
うかの情報との組み合わせによって、「① 単式学級」、「② 5-6年学級」、「③ 4-5学年学級」の３
パターンに分けられる（図表６）。平成 30年度調査対象者が第 5学年時複式学級在籍で、1つ上
の学年である平成 29年度調査対象者が第６学年時に複式学級在籍であれば、複式学級のほとん
どが 2個学級であることを鑑みて、５－６年学級であったと想定される。また平成 29年度調査
対象者が第６学年時に複式学級在籍でなければ４－５年学級であったと想定されるのである。実
際の学校数は、５－６年学級は 345校、４－５年学級は 342校と、各校の事情にあわせて２分さ
れている。

一般的な認識では、複式学級では単式学級に比べて、担任が一学年の児童の指導に割く時間が
相対的に少なくなることで、児童の学力には不利な影響を及ぼす可能性があると考えられてい
る。本分析により第５－６学年の複式学級校が単式学級校よりも学力が高ければ、例えば上級生
である第６年児童との学習において、教科の内容の先取りや、間接指導の時間に上級生からのサ
ポートを得ることなどにより、複式学級としてのプラスの効果が発揮されたと考えることが可能
である。また第４－５学年の複式学級校の学力スコアが単式学級校よりも高ければ、下級生の４
年生児童をサポートすることが復習となり、基礎学力の定着等にプラスの効果が生じたと考える
ことも可能だろう。さらに教科ごとの違いや、第４－５学年と第５－６学年の差等も合わせて検
証する事が出来る。
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図表６　第５学年時の複式学級の編制（平成 30 年度調査対象者）

出典）文部科学省「全国学力・学習状況調査」より著者集計。児童数 16人
以下の公立小学校のみの場合。
注）複式学級は全て２個学年であるとの仮定による。
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サンプリング
前述したように、複式学級を設置している小学校は公立が大半である。このため、本研究では
国立学校、私立学校、また特別支援学校、義務教育学校についてはサンプルから除き、公立の
（普通）小学校のみを全校のサンプルとする。また、小学校での複式学級の設置は、学級あたり
の人数が 16人以下で可能となることから、第６学年の児童数が 16人以下の学校のみをサブサン
プルとして用い、詳しい分析を行うこととする。

変数と分析方法
被説明変数は各教科（国語Ａ、国語Ｂ、算数Ａ、算数Ｂ、理科）の平均正答率である。説明変
数は第５学年時の学級編制で、「①単式学級」をリファレンスカテゴリーとし、「②５－６年学
級」、「③４－５学年学級」との違いを検証している。
まず全校のデータを用い、第５学年時の複式学級編制の各教科の平均正答率への影響につい
て、最小二乗法回帰によって分析している。次に、児童数が複式学級が設置できる 16人以下に
絞ったサブサンプルで、同様に第５学年時の複式学級編制の各教科の平均正答率への影響につい
て、調べている（Model1）。両者の比較により、複式学級の効果なのか、（児童数でみた）学校
規模の影響なのかを明らかにすることが出来る。
さらに詳しい検証を行うために、同じサブサンプルを用いて、Model1では、授業の指導環境
に影響を及ぼす、学級あたりの人数を考慮している。具体的には「第６学年の児童数／学級数」
で学級規模の変数を算出しこれを用いている。（Model2）。さらに地域属性や児童の家庭属性を
コントロールするために、地域規模と就学援助率の変数を用いている。地域規模は「大都市 /中
核市 /その他の市 /町村」の分類があり、最も学校数の多い「その他の市」をリファレンスカテ
ゴリーとしている。また児童の家庭の社会経済的属性については就学援助率を代理変数として用
いた 4。就学援助率のカテゴリーは９分類であるが、議論を簡潔にするため「10％未満」、「10％－
25%未満」、「25％以上」に３分類し、10％－ 25%未満をリファレンスカテゴリーとしている 5。
これらの変数をコントロールしてなお、複式学級の学級編制による効果があるかどうかを測って
いる（Model3）。

7. 結果

複式学級の学級編制による、教科別の影響を見ている。図表７では国語の平均正答率への影響
を示し、国語 Aは A問題（主として「知識」に関する問題）、国語 Bは B問題（主として「活用」
に関する問題）である。同様に、算数の平均正答率への影響は図表８である。理科は３年に１度
実施されており、使用している平成 30年度は実施年であった。但し。A問題 B問題の別はない
（図表９）。

4　「全国学力・学習状況調査」では追加的な調査として、保護者の所得や教育水準を尋ねた保護者調査も実施し、学
力との関係を分析している (平成 30年度 文部科学省委託事業「学力調査を活用した専門的な課題分析に関する調
査研究」お茶の水女子大学により実施。

5　カテゴリーの再分類については事前にチェックを行い、リファレンスカテゴリーとした 10－ 15％未満、15－
20％未満、20－ 25％未満では、教科の平均正答率に定常的な有意差はないことを確認している。
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まず、全校データで複式学級編制の平均正答率への影響を見ると、国語については、第５学年
時に複式学級であった学校は、単式学校であった学校よりも総じて学力スコアが有意に高い。ま
た算数では第４－５学年学級の場合にのみ、単式学級よりも平均正答率が有意に高い。理科では
特に理科の第５－６学年学級について係数が 3.045と影響が大きい事が分かる。
しかし、児童数が 16人以下のサブサンプルに絞って見た場合、Model１のように理科の第５
－６学年学級についてのみ有意な係数が得られ、その他の教科や学級編制では、単式学級と複式
学級の有意差はほとんど見られなくなる。複式学級の学力スコアの高さは、児童数の少ない小規
模学校の有利さによって説明される部分が多い事が分かる。
小規模学校について更に詳しい分析を行ったのがModel2である。ここでは授業の指導環境に
影響を及ぼす、学級規模変数を追加している。既に小規模校に絞っているので影響は少ないが、
その中でもより学級規模が小さいほど、学力にプラスであることが分かる。複式学級か単式学級
かということよりも、学級規模が小さく、よりきめ細かい指導を実現出来ることが、学力にプラ
スの影響を及ぼすことが明らかになっている。

Model３ではさらに地域規模と就学援助率をコントロールしているが、地域規模では、全体の
半数を占める「その他の市」をリファレンスカテゴリーにしている。通例、学校全体で見ると、
大都市で学力が高い傾向にあるが、すでに学校規模を絞っているサブサンプルであることから、
大都市の中の小規模学校という特殊な環境にある学校がサンプリングされている可能性がある。
例えば、実質的な生活者を示す夜間人口が少ない都心の中心部などが考えられる。学校の就学援
助率はさらに家庭の所得水準を示す代理変数で、様々な先行研究の示す結果と同様に学力とは逆
相関の関係にある。
理科については国語、算数とはやや異なる結果が得られている。小規模学校のサブサンプルに
しても、第５－６学年学級であることは有意にプラスとなっている。けれども諸条件を考慮する
と第４－５学年学級でマイナスの影響が明らかになってくる。実習時間の多い理科では、異学年
構成による影響が強く、上級生からサポートされる学びはプラスになり、下級生のサポートが必
要な学びはマイナスになることが示唆される。
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8. 得られた知見 6

冒頭に述べたように、複式学級は解消すべき課題であるという認識が一般的である。しかし本
研究の知見によれば、複式学級の学力スコアへの明らかにネガティブな影響は見られない。すな
わち、異学年で構成する学級で教育を受けることが、現状、ただちに学力への大きな負の影響を
及ぼしているとは考えられない。この傾向は諸外国の多くの研究によっても検証されており、非
常に頑健な知見であると言える。義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から、一般的
には不利な環境と認識されている複式学級において、現状では国語、算数の学力に負の影響が出
ていないことについて確認できたことは重要である。この要因としては、複式学級のある小規模
校を対象とした加配措置など重点的なリソース配分や、複式学級における指導の充実に向けた全
国へき地教育研究連盟をはじめとした教育実践の蓄積など、様々な論点が考えられる。
しかし一方で、複式学級のポジティブな影響は、学校規模、学級規模等の変数を考慮すれば有
意ではなくなることから、異学年で構成される複式学級が有利であるというよりも、小規模のき
め細かい指導が重要であることが明らかになっている。
また、理科のような実習的な科目については、サポートされることが想定される上級生との学
びが学力にプラスであることから、上級生でなくとも教科担任など補助的な教員の加配によって
学力向上への影響があることが示唆される。

9. 今後の課題

本研究では「全国学力・学習状況調査」を用いて全国レベルで複式学級の効果を計量的に分析
した。このデータでは第５学年時の学年構成は識別できたものの、第１学年から第６学年までの
学級編制を継続的にトレースすることは出来ない。このような追跡的なデータを構築し、その効
果を見ることは意義があろう。同じ複式学級でも、２個学年なのか３個学年なのか、連続学年
なのか、飛び学年なのか、また卒業まで持ち上がる学級なのか、途中で学年構成が変わるのか
等々、検討すべき点は多い。さらには学級編制の状況と、そこで可能となる授業の指導の方法に
ついても掘り下げ、それが学力にどのような影響を及ぼすかについても検証が行うことが重要だ
ろう。
本稿では小学校のみを扱ったが、中学校の場合は３学年と短いだけに、複式学級についてはま
た違った状況であることが予測され、興味深い課題である。
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